
（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産      18,390,878,737 　固定負債                  －

　　有形固定資産         440,643,057 　　地方債等                  －

　　　事業用資産                  － 　　長期未払金                  －

　　　　土地                  － 　　退職手当引当金                  －

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物                  － 　　その他                  －

　　　　建物減価償却累計額                  － 　流動負債          22,176,479

　　　　工作物                  － 　　１年内償還予定地方債等                  －

　　　　工作物減価償却累計額                  － 　　未払金                  －

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金          22,176,479

　　　　航空機                  － 　　預り金                  －

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                  －

　　　　その他                  － 負債合計          22,176,479

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定                  － 　固定資産等形成分      32,222,105,969

　　　インフラ資産                  － 　余剰分（不足分）       2,592,553,026

　　　　土地                  －

　　　　建物                  －

　　　　建物減価償却累計額                  －

　　　　工作物                  －

　　　　工作物減価償却累計額                  －

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定                  －

　　　物品       3,556,863,121

　　　物品減価償却累計額     △3,116,220,064

　　無形固定資産                  －

　　　ソフトウェア                  －

　　　その他                  －

　　投資その他の資産      17,950,235,680

　　　投資及び出資金                  －

　　　　有価証券                  －

　　　　出資金                  －

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権                  －

　　　長期貸付金                  －

　　　基金      17,950,235,680

　　　　減債基金                  －

一般会計等

一般会計等貸借対照表
（令和6年03月31日 現在）



　　　　その他      17,950,235,680

　　　その他                  －

　　　徴収不能引当金                  －

　流動資産      16,445,956,737

　　現金預金       2,614,729,505

　　未収金                  －

　　短期貸付金                  －

　　基金      13,831,227,232

　　　財政調整基金      13,831,227,232

　　　減債基金                  －

　　棚卸資産                  －

　　その他                  －

　　徴収不能引当金                  － 純資産合計      34,814,658,995

資産合計      34,836,835,474 負債及び純資産合計      34,836,835,474



一般会計等

（単位：円）

科目 金額

経常費用                106,982,530,358

　業務費用                 21,903,286,704

　　人件費                    556,194,026

　　　職員給与費                    381,015,096

　　　賞与等引当金繰入額                     22,176,479

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他                    153,002,451

　　物件費等                 21,347,092,678

　　　物件費                 20,393,912,850

　　　維持補修費                    704,237,600

　　　減価償却費                    248,942,228

　　　その他                             －

　　その他の業務費用                             －

　　　支払利息                             －

　　　徴収不能引当金繰入額                             －

　　　その他                             －

　移転費用                 85,079,243,654

　　補助金等                  5,523,807,655

　　社会保障給付                             －

　　他会計への繰出金                  2,100,000,000

　　その他                 77,455,435,999

経常収益                112,135,020,156

　使用料及び手数料                    181,286,472

　その他                111,953,733,684

純経常行政コスト                △5,152,489,798

臨時損失                              1

　災害復旧事業費                             －

　資産除売却損                              1

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                             －

臨時利益                             －

　資産売却益                             －

　その他                             －

純行政コスト                △5,152,489,797

一般会計等行政コスト計算書
自 令和5年04月01日

至 令和6年03月31日



（単位：円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

前年度末純資産残高 29,662,169,198 27,346,456,210 2,315,712,988

　純行政コスト（△） 5,152,489,797 5,152,489,797

　財源 － －

　　税収等 － －

　　国県等補助金 － －

　本年度差額 5,152,489,797 5,152,489,797

　固定資産等の変動（内部変動） 4,875,649,759 △4,875,649,759

　　有形固定資産等の増加 4,875,000 △4,875,000

　　有形固定資産等の減少 △248,942,229 248,942,229

　　貸付金・基金等の増加 6,211,153,026 △6,211,153,026

　　貸付金・基金等の減少 △1,091,436,038 1,091,436,038

　資産評価差額 － －

　無償所管替等 － －

　その他 － － －

　本年度純資産変動額 5,152,489,797 4,875,649,759 276,840,038

本年度末純資産残高 34,814,658,995 32,222,105,969 2,592,553,026

一般会計等

一般会計等純資産変動計算書
自 令和5年04月01日

至 令和6年03月31日

科目 合計



一般会計等

（単位：円）

科目 金額

【業務活動収支】                             －

　業務支出                106,732,354,520

　　業務費用支出                 21,653,110,866

　　　人件費支出                    554,960,416

　　　物件費等支出                 21,098,150,450

　　　支払利息支出                             －

　　　その他の支出                             －

　　移転費用支出                 85,079,243,654

　　　補助金等支出                  5,523,807,655

　　　社会保障給付支出                             －

　　　他会計への繰出支出                  2,100,000,000

　　　その他の支出                 77,455,435,999

　業務収入                112,135,020,156

　　税収等収入                             －

　　国県等補助金収入                             －

　　使用料及び手数料収入                    181,286,472

　　その他の収入                111,953,733,684

　臨時支出                             －

　　災害復旧事業費支出                             －

　　その他の支出                             －

　臨時収入                             －

業務活動収支                  5,402,665,636

【投資活動収支】                             －

　投資活動支出                  6,016,028,026

　　公共施設等整備費支出                      4,875,000

　　基金積立金支出                  6,011,153,026

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                             －

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                    891,436,038

　　国県等補助金収入                             －

　　基金取崩収入                    891,436,038

　　貸付金元金回収収入                             －

　　資産売却収入                             －

　　その他の収入                             －

投資活動収支                △5,124,591,988

【財務活動収支】                             －

　財務活動支出                             －

　　地方債等償還支出                             －

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                             －

　　地方債等発行収入                             －

　　その他の収入                             －

財務活動収支                             －

一般会計等資金収支計算書
自 令和5年04月01日

至 令和6年03月31日



本年度資金収支額                    278,073,648

前年度末資金残高                  2,336,655,857

本年度末資金残高                  2,614,729,505

前年度末歳計外現金残高                             －

本年度歳計外現金増減額                             －

本年度末歳計外現金残高                             －

本年度末現金預金残高                  2,614,729,505



　１　重要な会計方針
(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産････････取得原価
②　無形固定資産････････該当なし

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　 ①　満期保有目的有価証券･･････････････該当なし
 　②　満期保有目的以外の有価証券････････該当なし
　 ③　出資金････････････････････････････該当なし

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　該当なし

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法
　 ①　有形固定資産(リース資産を除きます。)････････定額法
 　②　無形固定資産････････該当なし
   ③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリ
　　　 ース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・
　　   リース取引を除きます。）
　　　　　 ･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5) 引当金の計上基準及び算定方法
　 ①　投資損失引当金････････該当なし
　 ②　徴収不能引当金････････該当なし
　 ③　退職手当引当金････････該当なし
　 ④　損失補償等引当金･･････該当なし
　 ⑤　賞与等引当金
　　　 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の
 　　見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6) リース取引の処理方法
　 ①　ファイナンス・リース取引
　　 ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリ
　 　　　－ス料総額が300万円以下のファイナンスリース取引を除きます。）
　　　　 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
 　　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　 ②　オペレーティング・リース取引
　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 資金収支計算書における資金の範囲
　　現金（手許現金及び要求払預金）。なお、現金には、出納整理期間における取引により
　発生する資金の受払いを含んでいます。

(8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
    ①　物品及びソフトウェアの計上基準
　　　　物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に
　　　資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

　２　重要な会計方針の変更等
(1) 会計方針の変更

平成28年度決算から地方公会計の統一的な基準による会計処理を適用。

(2) 表示方法の変更
平成28年度決算から地方公会計の統一的な基準による会計処理を適用。

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更
平成28年度決算から地方公会計の統一的な基準による会計処理を適用。

　３　重要な後発事象
(1) 主要な業務の改廃

 該当なし

(2) 組織・機構の大幅な変更
 該当なし

注 記



(3) 地方財政制度の大幅な改正
 該当なし

(4) 重大な災害等の発生
 該当なし

(5) その他重要な後発事象
 該当なし

　４ 偶発債務
(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

 該当なし

(2) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
 該当なし

(3) その他主要な偶発債務
 該当なし

　５　追加情報
（1) 連結対象団体

 上記団体に対する繰出金（他会計への繰出金）を含んでいます。
 （当年度繰出金：21億円（内訳：神奈川県14億円、川崎市７億円））

(2) 出納整理期間
　  財務諸表の作成基準日は令和６年３月31日時点を基準としていますが、会計年度末から
  地方自治法第235条の５に定める５月31日の出納閉鎖までを出納整理期間とし、出納整理
　期間における歳入及び歳出並びにこれに伴う資産及び負債の増減等を反映した後の係数を
　もって会計年度末の計数としています。

(3) 表示単位未満の取扱い
 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4) 基金借入金（繰替運用）の内容
    歳計現金に不足が生じる場合、効率性を勘案の上、基金に属する現金を歳計現金に繰り
　替えて運用しています。

(5) 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
①　固定資産等形成分
　　固定資産の額に流動資産における基金を加えた額を計上しています。
②　余剰分（不足分）
　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を除いた金額を計上しています。

(6) 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
　　　資金収支計算書の業務活動収支　　　　　　　5,402百万円・・・①
　　　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　△249百万円・・・②
　　　賞与等引当金繰入額（増減額）　　　　　　 　 △1百万円・・・③
　　　純資産変動計算書の本年度差額　　　　　　　5,152百万円・・・④

(7) 一時借入金
　資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

(8) 重要な非資金取引
 なし


